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フード連合(局)発 13 第 61 号(政策 9) 

2014 年 1 月 14 日 

各単組委員長、担当者 様 

日本食品関連産業労働組合総連合会 

事務局長 山本 健二 

政策局長 栗田 博  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 価格転嫁拒否にあった場合は、次頁、連合価格転嫁ホットライン（TEL03-5295-0514）、

フード連合政策局（TEL03-6435-2884）までご連絡下さい。 

 

フード連合／政策情報 №3  

10 月 1 日、政府は消費税率を 2014 年 4 月 1 日に現在の 5％から 8％に引き上げること

を表明しました。 

1997 年 4 月から消費税の税率を 3％から 5％に引き上げた時には、特別減税の終了や

社会保険料の引き上げなども重なり、経済成長はマイナスに逆戻りし、税収も大幅に落

ち込みました。また、私たち食品関連産業の多くの企業が、商品に消費税率引き上げ分

を価格転嫁できず、負担をかぶるという状況も多く見られました。 

そこで、今般の引き上げに伴い、消費税の円滑かつ適正な転嫁に向けて、消費税転嫁

対策特別措置法が 2013 年 10月 1日から施行されます（2017 年 3月 31日まで適用）。2014

年 4 月 1 日以降に供給する商品又は役務について、消費税の転嫁を拒む行為等が禁止さ

れます。禁止される行為としては、①減額 ②買いたたき ③購入強制・役務の利用強

制・不当な利益提供の強制 ④税抜価格での交渉の拒否 ⑤報復行為等があります。ま

た、納入業者がそろって消費増税分を価格に上乗せする「転嫁カルテル」を、特別措置

として例外的に認めています。違反行為を防止又は是正するため、公正取引委員会、主

務大臣、中小企業庁長官が必要な指導・助言を行います。違反行為があると認められる

ときは、公正取引委員会が勧告を行い、その旨を公表します。 

しかし、現実には「3％値下げ」「3％還元」等の表示は禁止されていないために、メ

ーカーが小売店から厳しい条件を突きつけられるケースも考えられ、負担をかぶる結果

になることも懸念されます。 

フード連合は、次頁、連合「消費税価格転嫁拒否通報ホットライン」の取り組みを通

じて、適正な価格転嫁が行われるように、引き続き公正取引委員会や関係団体等へ意見・

要請を行なっていきます。加盟組合は、取引実態の把握と周知に努めると共に、労使協

議会などの場を通して、不当な取引等に対するチェック等を行なって下さい。 

 

連合「消費税価格転嫁拒否通報ホットライン」の設置！ 

フード連合は、連合「消費税価格転嫁拒否通報ホットライン」の取り組みを通じて、

価格転嫁に対する取引関係構築に向けた取り組みを行っていきます。 



2 

 

連合「消費税価格転嫁拒否通報ホットライン」の取り組みについて 
 

 

 

 

 

連合では第 66 回中央委員会で確認した 2014 春季生活闘争方針にも記載のとおり、中

小企業の公正な取引関係の実現に向けて、2014 年 1 月 14 日（月）から「消費税価格転嫁

拒否通報ホットライン」を設置し、組合員や企業などからの相談を受け付けることとし

ています。連合は、全国でこの取り組みを大きくＰＲし、不公正な取引関係で中小企業

そして、そこで働く者にしわ寄せをおこさせない運動を展開します。 
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